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１０月２６日、いのちと健康を守る京都センターは、２０２２年度第１回理事会を開催し、働くもの

のいのちと健康にかかわる情勢を討議し、先日の定期総会で確認された「２０２２年度事業計画」の具

体化について協議、当面するとりくみを確認しました。 

第１回理事会での河本理事長のあいさつ（要旨） 

コロナの陽性者は減っては来ているが、大きな気温差で体調不良となっている人も多い。仕事もスト

レスフルで大変だ。ウクライナ侵略は８カ月が経過し、戦争に慣れてきてしまっていることがこわいし、

心配だ。労働環境も厳しく、いの健の果たすべき役割はますます大きくなってきているので、よろしく

お願いします。 

この間の働く者のいのちと健康にかかわる情勢でおさえておくべきポイント 

１ 物価の高騰と社会保障の負担増 

・ ２０２２年９月の全国消費者物価指数（１０月２１日、総務省発表）は、前年同月比で３．０％ア

ップ；消費税増税が影響した２０１４年度を除き、１９９１年８月の３．０％いらい３１年ぶりの

上昇←資源・原材料価格高騰と円安による食料、電気・ガス代などの大幅アップが原因 

・ １０月値上げ集中；飲料・食品の主要１０５社で１０月１カ月間で６６９９品目値上げ、ガス料金、

雇用保険料、火災保険料も値上げ→２０２２年度の一世帯当たりの支出負担は９．８万円増となる

という試算も（低所得者ほど負担増の割合が大きい！）。 

・ １０月１日、７５歳以上の医療費窓口負担１割から２割に（約３７０万人、約２割）、短時間労働

者の厚生年金適用範囲拡大；従業員数５０１人以上から１０１人以上に（週所定労働時間数２０時

間以上・月額賃金８．８万円以上・２カ月以上の勤務見込み） 

・ ８月の実質賃金は前年同月比で１．７％のマイナス、これで５カ月連続のマイナス（１０月７日、

厚労省毎月勤労統計調査より） 

２ 大企業の最近の経常利益と内部留保～２０２１年度法人企業統計調査（９月１日、財務省発表） 

・ 資本金１０億円以上の大企業の内部留保が２０２２年３月末で過去最高の４８４．３兆円（前年比

１７．５兆円の増加）、経常利益も過去最高の６０．２兆円（前年比２９％増） 

・ アベノミクスがスタートした２０１２年度と比較すると、売上高１．０２倍、経常利益１．６７倍、

内部留保１．４５倍、法人税（地方税含む）１．２８倍、株主配当金２．０２倍、役員報酬１．２１

倍、賃金１．０５倍 

３ ２０２１年民間給与実態調査結果発表（９月２８日、国税庁） 

・ 年収２００万円以下のワーキングプアは１１２６万人（２１．４％、女性は３６．８％）、年収３

００万以下の「最低生計費」ギリギリ＆それ以下の労働者は１９０８万人（３６．２％、女性は５

７．７％） 

・ 平均給与は４４３万円（男性５４５万円、女性３０２万円で男性の５５．４％）、正社員は５０８

万円、正社員以外は１９８万円で正社員の３９．０％。 

４ 労働法制をめぐる最近の情勢 



２ 

 

・ ポスト安倍＝「働き方改革」はフェイズⅡに、コロナ禍による労働法制の影響；①雇用維持・所得

補償の特例措置の実施、②ケア労働者の待遇改善、③ギグワーク、テレワーク、副業・兼業の追求 

・ フェイズⅡの働き方改革の焦点： 

① 労働時間法制の規制緩和：裁量労働制の適用対象業務の拡大、要件・手続きの緩和 

② 多様な働き方の普及：メンバーシップ型からジョブ型雇用（限定正社員）、兼業・副業とテレ

ワークの普及、フリーランスの活用 

③ 雇用流動化の促進：解雇金銭解決制度の創設 

・ その他の労働法制課題 

① 精神疾患の労災認定基準の見直し 

② 化学物質管理に係る専門家検討会：自律的管理に任せる方向 

③ 個人事業者等に対する安全衛生対策のあり方に関する検討会：アスベスト裁判最高裁判決を受

けての検討 

④ フリーランス新法 

⑤ 資金移動業者の口座への賃金支払解禁：ペイペイ等で賃金支払いが可能に 

⑥ 無期転換ルールの見直し：「大きく変える必要はない」 

⑦ 外国人技能実習制度・特定技能制度の見直し：法務省主管・厚労省連携、技能実習制度の廃止

を検討？ 

５ ２０２２年度地方別最低賃金の改定（２０２２年１０月改定） 

・ 全国加重平均３１円増で、９３０円から９６１円に；２２道県で目安から１～３円上積みで、地方

間格差の１円拡大の目安に対し２円の格差縮小に（最高額は東京の１０７２円、最低が東北四国九

州沖縄１０県の８５３円で格差は２１９円） 

・ 京都府の最低賃金は、１０月９日（日）より、９３７円から９６８円（＋３１円、目安通り）に改定 

６ 会計年度任用職員アンケート調査結果（中間報告）（自治労連、９月５日公表） 

・ ８月３日現在で１万３，７６２人から集約（女性が８６％、勤続５年以上が５７％） 

・ 年収２００万円未満５９．３％、２００～２５０万未満２３．９％、２５０～３００万未満９．２％

と、３００万円未満で９割を超す。 

・ 正規職員を補助する仕事５４％、正規職員とほぼ同じ仕事２６％、正規職員の指示を受けない専門

的な仕事１３％ 

 →会計年度任用職員の処遇改善と来年３月末での雇い止めを許さない闘いが重要 

７ タクシー・バス・トラックの運転者「改善基準告示」改定案出揃う（９月８日、厚労省） 

・ 勤務間インターバル：下限９時間（現行８時間）、努力義務１１時間 

・ 拘束時間：１日は、原則１３時間、最大限１５時間（現行１６時間）。１カ月＆１年は、①タクシー

が１カ月２８８時間（現行２９９時間）、年間はなし、②バスが１カ月２８１時間かつ年間３３０

０時間（現行４週平均で１週６５時間）、③トラックが月原則２８４時間、最大３１０時間（現行

原則２９３時間、最大３２０時間）、年３３００時間（現行３５１６時間） 

・ 改定案の適用実施は２０２４年４月 

→これでは自動車運転従事者の過労死はなくならない！ 

７ ２０２１年国民生活基礎調査結果発表（９月９日、厚労省） 

・ 一世帯当たり平均所得：５６４万３千円、高齢者世帯：３３２万９千円 

・ 生活が苦しい・やや苦しい５３．１％、子どものいる世帯では５９．２％ 
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８ ＩＬＯなど「現代奴隷制の推計」発表（９月１２日） 

・ ２０２１年、世界で５千万人の人（前回２０１６年より１千万人以上増加）が強制労働（２８００

万人、女性・少女１２００万人、子ども３３０万人、商業的性搾取６３０万人、国家による強制労

働が全体の１４％）と強制結婚（２２００万人、７割近くが女性・少女） 

９ 高齢者の就労実態（９月１８日、総務省発表） 

・ ６５～６９才の就業率は１０年連続で上昇し、２０２１年は５０．３％と初めて５割を超えた（男

性６０．４％、女性４０．９％）、６５歳以上の高齢就業者は９０９万人で就業率は２５．１％。雇

用者の内非正規労働者は７５．９％ 

・ ちなみに２０２１年の労災死の４３％が高齢者で、６５～７４才の高齢労働者の労災発生率は３０

歳前後労働者に比べて男性で約２倍、女性で約３倍 

１０ 三菱ふそう社員、新基準受け、残業７０時間で過労死認定（９月２８日の新聞報道） 

・ ２０１５年に三菱ふそうトラック・バスの京都支店に整備士として働いていた３６才の社員が急性

心不全で亡くなった事案 

・ ２０１６年、京都下監督署は直前の２カ月の時間外労働が７０時間超で不認定、２０１９年、京都

地裁に取消訴訟提起 

・ 京都下監督署は、２０２２年６月２０日付で、新基準にもとづき、高温多湿の過酷な労働環境も考

慮して労災認定 

１１ 防衛省、セクハラと性暴力被害認めて、告発した元陸上自衛官の五ノ井里奈さんに直接謝罪（９

月２９日） 

１２ 「２０２２年版自殺対策白書」の閣議決定（１０月１４日） 

・ ２０２１年の女性の自殺者は７，０６８人で２年連続の増加、男性は１３，９３９人で１２年連続

の減少。２０２０～２１年は男女とも２０代以下の自殺者が増加。原因・動機は、①健康問題（４

９．８％）、②経済・生活問題、③家庭問題の順。主要７か国（Ｇ７）のうち、日本の自殺率は最も

高く、女性はワースト。 

 

● 関西アスベスト京都訴訟をめぐるこの間の動き 

１ 第３陣訴訟 

・ 第１回弁論：９月２８日（水）京都地裁１０１号法廷、５５人参加、村山弁護団長と谷弁護士が意見

陳述し、審理促進・早期解決を訴える。 

・ 今後の弁論期日：１１月２８日（月）午後２時～、京都地裁１０１号法廷、２０２３年１月２７日

（月）、３月１７日（金）、５月１９日（金）、７月２１日（金）、９月２２日（金）、１１月１７

日（金）、２０２４年も原則として奇数月の第３月曜日 

２ 第２陣訴訟 

・ 国とは２陣原告全員、和解が成立 

・ １０月１９日（水）結審；福山弁護士・谷弁護士・諸富弁護士・村松弁護士・村山弁護士と２陣訴訟

共同代表の北村せつ子さん、中村祐之さんが意見陳述 

・ 判決言い渡しは、２０２３年３月２３日（木）午後３時～ 
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当面するとりくみ 

１ 労働法制京都連絡会学習集会 

① 開催日時・場所：１１月１日（火）午後６時３０分～、ラボール京都４階第１２会議室 

② 内容： 

ⅰ 労働法制をめぐる情勢報告（労働法制中央連絡会・伊東圭一事務局長） 

ⅱ 裁量労働制の規制緩和、その問題点を考える！（塩見卓也弁護士） 

 

２ アスベスト被害の根絶をめざす京都の会第９回定期総会 

① 開催日時・場所：１１月５日（土）午後２時～、ラボール京都４階第１２会議室 

② 内容：石原一彦会長（立命館大学政策科学部教授）あいさつ／学習「建設アスベスト訴訟の到達と

給付金制度」（弁護団）／報告「健康管理手帳指定機関取得の経験」（民医連・城南診療所）／学習

「自治体のアスベスト対策の現状と運動の景観」（大阪アスベストセンター・伊藤泰司事務局長）

／被害者からの訴え／総会議案の提案・質疑・採択 

 

３ 過労死等防止対策推進シンポジウム（京都会場） 

① 開催要項：１１月２５日（金）午後１時３０分～４時２０分、池坊短大洗心館地下１階こころホー

ル、厚生労働省・京都労働局の主催 

② 内容： 

ⅰ 国の過労死等防止推進にかかる最近の動向と労災補償行政の取組（京都労働局労働基準部） 

ⅱ 過労死ご遺族からの体験談発表 

ⅲ 基調講演「コロナ禍における職場のハラスメント問題」（大和田敢太滋賀大学名誉教授） 

 

４ いの健全国センター第２５回総会：１２月７日（水）午後１時３０分～４時３０分でオンラインを基

本に開催 

 

５ いの健全国センターの厚労大臣宛「精神障害の労災基準改定にあたっての請願署名」引き続き集め

ています！－ご協力をよろしくお願いします！ 

 

 

 


